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序　　　　　文

インドネシア貿易研修センター（Indonesia Export Training Center：IETC）は 1989年に我が国無償

資金協力により建設され、1988年から5年間、貿易研修、輸出検査等の分野を対象としたプロジェ

クト方式技術協力が実施されました。

インドネシア共和国政府は、同国の貿易振興のための人材育成を一層強化することが必要であ

るとの認識に立ち、我が国に対し、IETCを舞台とする新たなプロジェクト方式技術協力を要請し

ました。現在のプロジェクトはこれを受けて 1997年 3月 1日から実施されてきております。

現プロジェクトは、実施機関である IETCが、貿易関連の研修プログラムを効率的・持続的に企

画・運営できるようになることを目標としており、コースプランナーの育成、インストラクター

の能力向上及び貿易関連情報の提供が主たる成果として設定されております。

本プロジェクトは 1997年 3月の協力開始以来、既に 3年半を経過しており、これまでに我が国

から長期専門家5名、短期専門家32名を派遣し、研修員13名を受け入れたほか、必要機材の供与

を行って参りました。

今次終了時評価調査団は、協力期間終了を2001年 2月末に控え、プロジェクトの活動を総括し、

評価を実施するとともに、技術移転の進捗度を確認したうえで、今後の IETCに対する協力のあり

方について検討を行うことを目的として派遣されたものです。

本報告書は、同調査団の現地での調査結果を取りまとめたものです。この場をお借りし、本件

調査団の派遣・調査にご協力頂いた日本・インドネシア共和国双方の関係各位に対し、深くお礼

申し上げ、今後も引き続きご支援いただけるようお願い申し上げたいと思います。

2000年 11月

国際協力事業団
鉱工業開発協力部長

林 　 典 伸





評価調査結果要約表
案件概要 国名：インドネシア共和国 案件名：貿易セクター人材育成計画

分野：貿易 援助形態：プロジェクト方式技術協力

所轄部署：鉱工業開発協力部第一課 協力金額（無償のみ）：

（R/D）：1997年3月1日～2001年2月28日 先方関係機関：工業商業省

協力期間
（延長）： 我が方協力機関：通商産業省

（F/U）： 　　　　　　　　（財）太平洋人材交流センター

（E/N）：（無償） 他の関連協力：

・協力の背景と概要

貿易研修センター（IETC）は1989年無償資金協力を受けて建設され、1988年9月から1993年9月まで「貿易

研修センター協力事業」が実施された。この結果、技術移転は多くの部分が達成されたという評価を得

たが、貿易振興の必要性が高まるなか、貿易分野における更なる人材育成が重要との認識から、インド

ネシア共和国（以下「インドネシア」と記す）政府は新しい協力の実施を要請してきた。

・協力内容

（上位目標）

人的資源開発、特に中小企業事業者の人的開発において、インドネシアにおける新しく多様な貿易戦

略を立てられる能力が身につく。

（プロジェクト目標）

ETCが、研修プログラムを計画、考案してインドネシアの企業、特に中小企業事業者へ貿易に関する

必要な知識、経験、ノウハウを提供する施設となる。

（成　果）

0． プロジェクトの運営体制が整備される。

1． IETCのカウンターパートが、コースプランナーとして育成される。

2． 貿易戦略を立てるために必要な知識と経験、又は貿易手続きにかかわる知識と経験が、IETCのカ

ウンターパート（インストラクタ）に提供される。

3． 貿易に関する有益な情報が、一般に提供される。

（投入）（評価時点）

日本側：

　　長期専門家派遣 5名 機材供与 2,200万円

　　短期専門家派遣 32名 ローカルコスト負担 5,700万円

　　研修員受入れ 13名 その他

相手国側：

　　カウンターパート配置 16名 機材購入 8億9,200万ルピア（現地通貨）

　　土地・施設提供 ローカルコスト負担

　　その他

調 査 者（担当分野：氏名　　職位）

団長・総括 ：三木常靖　　国際協力事業団　国際協力総合研修所　国際協力専門員

技術協力計画：横田一麿　　通商産業省　通商政策局経済協力部　技術協力課総括係長

技術移転計画：深津猛夫　　（財）太平洋人材交流センター　国際交流第二部部長

人材育成 ：関野史湖　　（財）太平洋人材交流センター　国際交流第二部コースリーダー

評価監理 ：穂積武寛　　国際協力事業団　鉱工業開発協力部　鉱工業開発協力第一課職員

評価分析 ：高沢正幸　　（株）レックス・インターナショナル　開発計画コンサルタント

調査期間 2000年11月8日～11月25日 評価種類：終了時評価



1． 評価の目的

協力期間終了を3か月後にひかえ終了時評価を実施するとともに、プロジェクトの進捗度を確認したうえで、今

後の協力のあり方について検討する。

2． 評価結果の要約

（1）実施の効率性

投入の量、質、タイミングに関してはおおむね適切であり、期待された成果へ効果的に転換されたといえる。

（2）目標達成度

IETCが提供する研修事業はプログラムの種類が多様化し、研修コース総数や参加者数の実績も増加し、プロ

ジェクト目標はおおむね達成されたといえる。しかし、インストラクターは専門性を深める機会と実務経験を受

ける機会が十分に得られていない。IETCの研修プログラムへの参加者は増加しており、IETC及びその研修プロ

グラムが民間企業に評価されているが、一方で内容が一般的であり実務性に欠けるというローカルコンサルタン

トによる調査結果も報告されている。

（3）効　果

プロジェクト目標レベルにおいては受講者、インドネシア企業、日本ASEAN経済産業協力委員会からも一定

の評価を得ることができた。

（4）計画の妥当性

プロジェクト上位目標はインドネシア政府の非石油／天然ガス製品輸出の促進、特に中小企業事業者による輸

出促進を図ろうとする政策と一致している。インドネシアの中小企業は、貿易にかかわる知識、経験、能力を必

要としており、プロジェクト目標設定はIETCの役割はかかるニーズに応えている。

（5）自立発展性

IETCは、研修機関としての評価を確立しつつあるが、インストラクターの実践的経験不足、ITとその貿易実務

への応用などの面で不安定要素がある。

3． 効果発現に貢献した要因

（1）我が方に起因する要因

専門家を交えたミーティングでカウンターパートにプレゼンテーションを行わせ、理解を深めるよう促した。

（2）相手方に起因する要因

外部機関と共同で試験検査事業を実施しており、自己資金の増収に役立った。

4． 問題点及び問題を惹起した要因

（1）我が方に起因する要因

なし

（2）相手方に起因する要因

インストラクターの専門分野の知識と実戦経験を得るための機会が十分に確保されなかった。

5． 教訓（新規案件、現在実地中の他の案件へのフィードバック）

IETCの役割はますます重要になっており、より実務に即した内容の研修が望まれ、インストラクターは実践的研

修を受ける必要があるため、JICAによるフォローアップ支援の必要がある。

6． 提言（評価対象案件へのフィードバック（延長、フォローアップ協力の必要性など））

実務に即した研修を導入してほしいという中小企業事業者の要望に応えるため、インストラクターの能力を向上

させる必要があり、IT等の貿易実務への適用に課題が残る。そのためにIETCは対策を講じるべきである。また、全

国レベルでの輸出振興に貢献するためには、IETCは国内の他の地域における活動を強化すべきである。
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第 1章　調査団の概要

1－ 1　調査団派遣の経緯と目的

インドネシア貿易研修センター（IETC）は、1989年に我が国の無償資金協力により建設され、

1988年 9月から 1993年 9月の間、「貿易研修」「商業日本語」「輸出検査」「展示研修」の4分野におい

てプロジェクト方式技術協力（「貿易研修センター協力事業」）を実施した。

上記プロジェクト及びフォローアップ事業において所期の目的は達成したと評価された。他方、

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）においてますます高まる貿易振興の必要性に

かんがみ、貿易分野における更なる人材育成が必要であるとの認識から、インドネシア政府は貿

易研修を中心とする新しいプロジェクト方式技術協力を我が国に要請した。要請を受けて、1997

年 3月 1日から 4年間の協力が開始された。

本件プロジェクトの目標は、受入機関である IETCが、貿易関連の研修を持続的に企画・運営で

きる能力を身につけるようにするところである。目標を達成するための主な成果としては、コー

スプランナーの育成、IETCのインストラクターの能力の向上及び貿易関連情報の一般への提供が

ある。

プロジェクトには開始当初から 3名の長期専門家（チーフアドバイザー、業務調整、国際貿易）

が赴任し、技術移転にあたっている。

本プロジェクトは1997年 3月の協力開始以来、既に3年半を経過し、これまでに長期専門家5名、

短期専門家 32名を派遣し、研修員 13名を受け入れている。

今次調査においては、協力期間終了を2001年 2月末に控え、終了時評価を実施するとともに、現

行のプロジェクトの技術移転の進捗度を確認したうえで、今後の協力のあり方について検討を行

う。

1－ 2　主要調査事項

（1）協力期間終了を 2001年 2月に控え、プロジェクトの計画達成度を把握し、以下の「評価5項

目」に沿い終了時評価を行う。

①　実施の効率性

②　目標達成度

③　効　果

④　計画の妥当性

⑤　自立発展性

（2）プロジェクト目標の達成度を判定したうえで、今後の協力のあり方についてインドネシア

側と協議し、ミニッツ等で確認する。
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（3）評価結果から教訓及び提言等を導き出し、今後の協力の進め方又は実施方法改善に役立て

るとともに、新規の類似案件の発掘形成に資する。

1－ 3　調査団員

氏　名 分　野 所　　属

三木　常靖 団長・総括 国際協力事業団　国際協力総合研修所

国際協力専門員

横田　一麿 技術協力計画 通商産業省　通商産業政策局　経済協力部

技術協力課　総括係長

深津　猛夫 技術移転計画 財団法人　太平洋人材交流センター

国際交流第二部　部長

関野　史湖 人材育成 財団法人　太平洋人材交流センター

交際交流第二部　コースリーダー

穂積　武寛 評価監理 国際協力事業団　鉱工業開発協力部

鉱工業開発協力第一課　職員

高沢　正幸 評価分析 （株）レックス・インターナショナル

開発計画コンサルタント
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1－ 4　調査日程

日 曜
日　　程

月　日 団長、技術移転計画、 備　考
順 日

人材育成、評価監理
評価分析（コンサルタント） 技術協力計画

1 11月8日 水 移動：東京→ジャカルタ

2 11月9日 木 専門家、カウンターパート

等インタビュー

3 11月10日 金 カウンターパート、関係機

関等インタビュー

4 11月11日 土 民間企業等調査

5 11月12日 日 調査結果取りまとめ

6 11月13日 月 カウンターパート、関係機

関等インタビュー

7 11月14日 火 関係機関、民間企業等イン

タビュー

8 11月15日 水 移動：東京→ジャカルタ 調査結果整理

9 11月16日 木 各種表敬（大使館、JICA事務所、BAPPENAS、工業商業省、IETC）

団内打合せ

10 11月17日 金 キックオフ会合

専門家チームとの協議

11 11月18日 土 民間企業等視察

12 11月19日 日 団内打合せ 移動：東京→ジャカルタ

合同評価報告書案作成 団内打合せ

13 11月20日 月 インドネシア側評価チームとの協議

専門家チームとの協議

14 11月21日 火 インドネシア側評価チームとの協議

IETCとの協議

15 11月22日 水 合同評価報告書・ミニッツ案作成

16 11月23日 木 インドネシア側評価チームとの協議

IETCとの協議 移動：ジャカルタ→

17 11月24日 金 合同調整委員会、ミニッツ署名、日本大使館報告、JICA事務所報告 →東京

移動：ジャカルタ→ 評価監理：ジャカルタ→シンガポール

18 11月25日 土 →東京 　　　　　シンガポール→ジェッダ

※サウディ・アラビア自動車短期調査に参加
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1－ 5　主要面会者

〈インドネシア側〉

（1）評価チーム

Ms. Ratna Djuwita Director

Indonesia Export Training Center

Dra. Nus Nuzliah Ishak Director

Center for Export Information and Training

National Agency for Export Development

Mr. Maulani Head of Promotion and Cooperation Section

Indonesia Export Training Center

Ms. Kusni Pangastuti Head of Technical Assistance Administration Division

Bureau of Planning,

Ministry of Industry and Trade

Mr. Amir M.S. Advisor to Bank Export Indonesia

Ms. Raharas Sapta President Director of PT Lestari Dini Tunggul

（2）経済・金融・産業調整省

Dr. Dipo Alam Deputy Minister for

Economic Coordination for Industry, Trade and Service

（3）産業貿易省（MOIT）

Mr. Ferry Yahya Head, Bureau of Planning

（4）輸出振興庁（NAFED）

Mr. Gusmardi Bustami Chairman

（5）国家開発企画庁（BAPPENAS）

Mr. Luky Eko Wuryanto Head of Industry and Commerce Bureau

（6）インドネシア商工会議所（KADIN）

Mr. Soy M. Pardede, S.E. Vice President

Mr. Utama Kajo Deputy Chairman
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（7）インドネシア貿易研修センター（IETC）

Ms. Ratna Djuwita Director

Mr. Maulani Counterpart

Ms. Titik Farida Counterpart

Ms. Viviarini Counterpart

Mr. Wijaya Counterpart

Ms. Susjanti Counterpart

Ms. Respati Dyah Counterpart

Mr. Itmiwardi Counterpart

Ms. Sutyaningsih Counterpart

Ms. Julia G. Silalahi Counterpart

Mr. Jarmansyah J Counterpart

Ms. Handaya Retno Counterpart

Ms. Chandrini M. Dewi Counterpart

Ms. Utari K. Counterpart

Mr. Abdillah Sani Counterpart

Mr. Ariful Fuadhi Counterpart

〈日本側〉

（1）在インドネシア日本国大使館

福岡　　徹 一等書記官

（2）JICAインドネシア事務所

庵原　宏義 所　長

米田　一弘 次　長

田中　啓生 所　員

安藤　寿郎 企画調査員

（3）インドネシア貿易研修センター（IETC）専門家

甲村　昌二 チーフアドバイザー

杉山　茂樹 国際貿易

溝江　恵子 業務調整
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（4）その他の JICA専門家

木下　俊夫 個別専門家（MOIT計画局）

奥山　　明 個別専門家（BAPPENAS）

（5）JETROジャカルタセンター

生田　章一 所　長

佃　　壮夫 所　員
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第 2章　調査結果

・1999年9月の巡回指導調査団にお
いて、技術移転の進捗度を測るた
めの指標を設定し直し、併せて
PDMの改訂を行った。

・終了時評価実施にあたり、プロ
ジェクトにおいて、PDMの内容に
ついて再度検討を行った。

1. 評価用PDMの確定

2. 評価調査方法

・指標の妥当性、関連データ
の入手可能性等、PDMの
内容を日本・インドネシア
双方の評価チーム間で再
確認し、終了時評価用の
PDMを確定する。

・今次終了時評価は概略以
下の手法にのっとり実施
する。

（1）「評価用PDM」をベー
ス「評価5項目」に従っ
て、調査項目、確認事項、
及び情報源を整理し、
「評価グリッド」にまと
める。主たる情報源は以
下のとおり。

1）インドネシア商業工
業省（MOIT）

2）インドネシア輸出振
興庁（NAFED）

3）インドネシア貿易研
修センター（IETC）

4）IETCの研修プログラ
ムを受けたことのあ
る企業・機関

5）専門家
6）カウンターパート
7）プロジェクト四半期
報告書、技術移転進捗
度表、等の諸資料

（2）評価グリッドに従っ
て情報収集・分析を行
い、「終了時評価調査表」
に評価結果を取りまと
める。

（3）評価結果をインドネ
シア側と協議の上、合同
評価報告書に取りまと
め、合同調整委員会
（JCC）において署名を行
う。

・左記のとおり協議し、評価用
PDMを確定した。

・インドネシア側に左記を説明
し、理解を得た。

調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

・左記について確認した。

・日本側からの専門家派遣、研
修員受入れ、機材供与はおお
むね妥当であった。

・通貨危機の影響により、イン
ドネシア政府がIETC予算の削
減を決定した際、日本はロー
カルコスト等の追加的支援を
実施し、プロジェクトの安定
的実施に貢献した。

・インドネシア側投入について
は、タイミング・規模共におお
むね妥当なものであった。

・協力分野の設定、日本・インド
ネシア双方の投入規模とも適
切であり、カウンターパート
のレベル向上及び研修プログ
ラムの質・量の向上に効果的
に転換されたことが確認され
た。

・インドネシア側の実施体制、
日本側の国内支援体制共に、
大きな問題なくその機能を果
たした。

・合同評価報告書には以下
の項目を含むものとする。

・日本・インドネシア双方の
投入計画及び実績を確認
する。

・投入の規模・タイミングの
妥当性について確認する。

・投入とプロジェクトの成
果との関係について確認
する。

・プロジェクトの支援体制
について確認する。

〈日本側〉
暫定実施計画（TSI）に基づき、専
門家派遣、研修員受入れ、機材供
与を実施した。

（2000年11月までの投入実績）
①　専門家派遣
・長期専門家 5名
・短期専門家 延べ32名
②　研修員受入れ 13名
③　機材供与 約2,200万円
④　現地業務費 約5,700万円
⑤　総経費 約4億2,500万円

〈インドネシア側〉
①　ローカルコスト措置

約8億9,200万ルピア
（1997～2000年合計）

②　カウンターパート配置 16名
③　建物施設整備
④　機材調達

・おおむね計画どおりに実施されて
いる。

3. 合同評価報告書の
作成

（1）実施の効率性
1） 投入の確認

2） 実施の効率
性
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

（2）プロジェクト
目標の達成度

・評価用PDMにおいて、プロジェク
ト目標は「IETCがインドネシアの
主に中規模企業に対し、貿易に必
要な知識・経験・ノウハウを与え
るための研修プログラムを開発で
きる」ことであると整理されてい
る。

・他の援助機関等との協力
関係の有無について確認
する。

・プロジェクトの成果の達
成度合い、及びそれらがプ
ロジェクト目標の達成に
どの程度結びついたかを
検討する。

・ IETCは研修、輸出検査等の事
業実施、講師派遣、コンサル
テーション実施等多方面にお
いて、インドネシア内外の関
連機関と幅広い協力関係を構
築している。

・特に近年はセンター・オブ・エ
クセレンス事業における拠点
の1つとして指定を受けたり、
APEC関連の研修を実施した
りと、国際的レベルでの注目
度も向上している。

・カウンターパートのうち、
コースプランナー（9名）につ
いては、PERTチャート（工程
管理表）、各種マニュアル類等
のマネージメントツールに関
する知識を有し、ニーズ調査、
企画、運営、評価からなる研修
プログラム実施サイクルを効
率的に実施できるようになっ
ていることを確認した。

・ PERTチャートについては、各
研修プログラムごとに新規に
作成される。また、マニュアル
類については定期的に改訂を
行う体制となっている。

・コースプランナーの能力が向
上した結果、IETCはより多く
の研修プログラムの実施が可
能となり、その数は77コース
（1996/1997）か ら 91コ ー ス
（1999/2000）に増加している。

・研修プログラムの質の向上に
伴い、民間の評価も高まり、よ
り多くの受講生が参加するよ
うになっている。受講者数は
1,625名（1996/1997）から2,467名
（1999/2000）に増加している。

・もう1つのカウンターパートで
あるインストラクターに対し
ては、各々の専門知識を深め
たり、貿易実務の経験を積ん
だりする機会が十分に与える
ことができなかった。

・結果、インストラクターによ
る新規講義項目の開発実績は9
項目にとどまっている。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

（3）案 件 の 効 果
（インパクト）

（4）計画の妥当性

・評価用PDMにおいて、本件プロ
ジェクトの上位目標は「インドネ
シアの主に中規模企業における人
材が貿易関連の戦略を策定でき
る」ことであると整理されている。

・インドネシア政府は1984年以降、
石油に依存していた経済体質を変
えるべく、輸出振興を優先課題の
1つとしてきている。

・上位目標に対するこれま
でのプロジェクトを通じ
た協力の貢献度を評価す
る。

・インドネシアの現在の貿
易政策における本件プロ
ジェクトの位置づけを確
認し、上位目標の妥当性を
確認する。

・ ITの貿易に対する影響などか
ら、IETCも新規の講義項目、
研修プログラムの開発を迫ら
れているが、インストラク
ターは十分にこれに対応でき
ない可能性がある。

・ IETCのリソース・センターに
対しては、書籍類等の供与を
行い、情報提供機能は強化さ
れている。

・ただし、受講生のニーズに十
分対応できているとはいいが
たく、資料の更なる充実が望
まれる。

・民間企業の受講者がIETCの研
修を受けた結果、どの程度貿
易戦略の策定能力を伸ばした
か、またプロジェクトがいか
に中小企業の輸出実績に影響
したかを正確に判断すること
は困難である。

・今次調査においても、受講者
の輸出業者としての正確な能
力レベルについては確認し得
なかった。

・ただし、受講生の70％以上が
IETCでの受講内容に影響を受
けたとの回答を示し、うち33
％が輸出実績に変化が現れた
としており、IETCの研修プロ
グラムを受講した民間企業の
パフォーマンスは変化を示し
はじめている。

・この他、IETCが外部機関と各
種の連携を実施することによ
り、IETCの自己収入が増加
し、財政的安定性の確保に貢
献している。

・インドネシア政府は、中小企
業による非石油製品の輸出振
興を重要な政策として掲げて
おり、IETCを重要な人材育成
機関として位置づけている。

・本件プロジェクトの上位目標
は、かかるインドネシア政府
の政策に合致したものである。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

（5）プロジェクト
の自立発展性の
見通し
1） 組織的側面

・ 1997年のアジア通貨危機以来、イ
ンドネシア経済は伸び悩んでお
り、外貨獲得のための輸出振興が
従前にも増して重要な政策課題と
なっている。

・インドネシアの輸出振興政策にお
いて、IETCは中小企業の能力向上
を図ることのできる機関としてそ
の重要性が高まっている。

・ IETCは所長が9月に交代した。ヌ
ス前所長はIETCの上部機関である
NAFEDに移った。新所長はRatna
Djuwita氏。

・民間企業の間でも、IETCの実施す
る研修事業等のサービスに対する
期待と評価が高い。

・プロジェクト目標と上位
目標の整合性、受益者の
ニーズとの整合性の確認
を通じ、現時点及び協力終
了後におけるプロジェク
ト目標の妥当性を確認す
る。

・上位目標、プロジェクト目
標、成果及び投入の相互関
連性について計画設定の
妥当性について確認する。

・インドネシアの貿易性格
におけるIETCの位置づけ
を確認する。

・ IETCの組織体制を確認す
る。

・民間企業調査の結果を確
認する。

・民間セクターにおいても、ル
ピア安等を背景に輸出意欲は
強く、輸出入実務やマーケ
ティング、市場参入等に関す
る知識・ノウハウに対する
ニーズは極めて高い。

・プロジェクト目標は、かかる
民間のニーズに応える観点か
ら、その設定は適切なもので
ある。

・本件プロジェクトにおいて、
コースプランナーの育成を中
止として協力を実施したこと
により、IETCは以前に比し、
より多くの研修プログラムを
より効率的に実施できるよう
になっていることが確認され
た。

・こうして実施されている研修
プログラムには民間から多く
の受講生が参加しており、そ
の数は増加傾向にある。

・研修プログラムに参加した民
間企業のなかには輸出実績を
好転させた例もあることなど
から、本件プロジェクトの計
画設定は妥当なものであった
といえる。

・インドネシア政府は引き続き
IETCを民間の人材育成のため
の重要な拠点として位置づけ
ている。

・左記について確認し、合同評
価報告書の添付資料とした。

・受講者の研修プログラムに対
する評価は平均以上のレベル
を維持している。

・また、IETCの評判は口コミで
も広まっており、複数回受講
生を送り込む企業も少なくな
い。
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2） 財政的側面

3） 技術的側面

（6）プロジェクト
終了の見通し

・ IETC予算は政府予算と自己収入の
2つに分かれており、政府予算は
さらに通常予算（routine budget）と
プロジェクト予算（project budget）
に分かれている。

・カウンターパートはPERTチャー
トや各種マニュアルを駆使し、通
常業務の効率的実施が行えるよう
になっている。

・マニュアルについては、カウン
ターパートが適宜見直しを行って
いる。

・ PERTチャートやマニュアルの導
入により、業務効率が向上した結
果、IETCが実施する研修コースの
数が増加しつつある。

・インドネシア中小企業の輸出願望
は引き続き強いものがあり、民間
のニーズに対応した適切な研修プ
ログラムをタイムリーに提供して
いく必要がある。

・プロジェクト側からは2001年2月
末をもって、本件プロジェクトは
所期の目標を達成する見込みであ
る旨の見解が示されている。

・ IETCの予算及び実績、自
己収入の割合、今後の見通
し等について確認する。

・カウンターパートの現在
の技術レベル及びこれの
維持・向上のための仕組み
を確認する。

・見直しの頻度等を確認す
る。

・左記実績を確認する。

・現在IETCの提供する研修
プログラムに関する、民間
企業の意見を調査する。

・上記項目に基づく評価結
果も考慮しつつ、左記につ
いて確認する。

・ただし、受講生はより実務的
なノウハウを希望する傾向が
あり、IETCの研修プログラム
については一定の評価を与え
ながらも、その内容がやや一
般的なレベルにとどまってい
るという意見もみられる。

・インドネシア政府は今後も
IETCの管理費部分（通常予算）
については、これを継続して
手当てするが、これまで主と
して研修事業実施にあてられ
てきたプロジェクト予算につ
いては漸減させる方針である。

・ IETCとしては、増加傾向にあ
る自己収入及び、通常予算の
一部事業への転用をもって、
プロジェクト予算の減少分を
補いたい考えである。

・コースプランナーについては、
研修プログラムの企画運営を
効率的に行う技術習得を十分
なレベルで達成している。

・ただし、IETCには制度化され
たスタッフ用の内部研修制度
は現在存在しておらず、今後
の課題である。

・左記について確認し、合同評
価報告書の添付資料とした。

・左記について確認し、合同評
価報告書の添付資料とした。

・受講生からはIETCの研修プロ
グラムについては一定の評価
が与えられながらも、より実
務的な経験・ノウハウの提供
を望む声もある。

・コースプランナーの育成に関
しては所期の目標を十分に達
成したと判断される。

調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

（7）教訓・提言

1） フォローアッ
プの必要性

2） 短期的提言

3） 中長期的提
言

・インドネシア側も主要協力分野で
あった「コースプランナーの育成」
については、十分な成果が出たと
の見解を有している。

・政策アドバイザーとして派遣され
た個別専門家が行った、中小企業
振興政策に係る政策提言におい
て、人材育成強化の観点からIETC
の機能を拡充・強化すべきとの項
目が盛り込まれている。

・インドネシア側からは、IETCの地
方支所開設に係るプロジェクト方
式技術協力の検討が要請されてい
る。

・調査結果を総合し、IETC
に対する短期・中長期の提
言、及び今後の類似案件実
施における教訓を導き出
す。

・ただし、インストラクターは
新技術等に関する情報、貿易
実務経験にまだ乏しく、今後
の研修プログラム実施段階に
おいて支障を生じる可能性が
ある。

・インストラクターについては、
現在のレベルではプロジェク
ト目標が十分に達成されない
と思われることから、短期の
フォローアップを実施し、資
質向上のための支援を行うこ
とが必要である。

・ IETCとしても、インストラク
ターの資質向上のための時間
と機会が与えられるよう、対
策を講じるべきである。

・ IT等、急速な技術発展及び同
技術の貿易実務への適用につ
いて、IETCとして十分フォ
ローできるよう対策を講じる
べきである。

・ IETCは、民間セクター、特に
商工会議所等の業界団体との
連携を強化し、適切な研修プ
ログラム実施につなげるべき
である。

・ IETCはコースプランナー及び
インストラクターのレベル維
持・能力向上のための研修体
制を確立すべきである。

・ IETCは全国レベルで中小企業
の輸出振興に貢献するために、
地方における活動を強化すべ
きである。

・調査団より、インドネシア側
に対し、IETCの地方展開に係
るJICAの協力については、新
規の案件となるため、別の機
会に検討・議論を行いたい旨
説明した。
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4） 教　訓

4. 合同調整委員会の
開催

（1）協力期間内の
協力

（2）協力期間終了
後の協力

・ 2000年度暫定実施計画に基づき、
プロジェクト終了までの協力を実
施する。

（2000年12月以降の投入）
・短期専門家　　3名予定

・インドネシア側からは、リソース
センターの機能強化に関し、フォ
ローアップ協力の要請が検討され
ている。

・要すれば、プロジェクト終
了後の協力継続の必要性
に係る提言を盛り込む。

・上記3で取りまとめた合同
評価報告書の評価結果を
承認するとともに、下記に
ついて協議した結果をミ
ニッツに取りまとめ、併せ
て署名・交換する。

・左記を確認し、ミニッツに
記載する。

・終了時のセミナー、セレモ
ニーの規模、内容等につい
て確認する。

・フォローアップ協力要請
の内容を聴取するととも
に、フォローアップはプロ
ジェクトの目標を達成し
ていない一部の特定分野
に対する協力継続の形態
であることを説明し、理解
を得る。

・協議結果はミニッツに記
載する。

・フォローアップ協力の必要性
を、合同評価報告書の提言と
して提示した。

・合同調整委員会を開催し、合
同評価報告書及びミニッツに
署名・交換を行った。

・左記を確認し、ミニッツに記
載した。

・ 2001年2月中旬に終了時セミ
ナー及びセレモニーを同時開
催する予定であることを確認
した。

・調査団より、インドネシア側
に対し、フォローアップの基
本的考え方について説明を行
い、先方もこれを了承した。

・インドネシア側は上記評価結
果を踏まえ、インストラク
ターの資質向上を目的とした
フォローアップの検討を調査
団に要請した。

・インドネシア側と協議の上、
フォローアップの概要に関し、
参考例として以下のとおりミ
ニッツに記載した。

①　目　的
・民間の研修ニーズにより
的確に対応するため、実
践的研修や貿易関連最新
情報等の提供を通じ、イ
ンストラクターの資質向
上を図る。

②　期　間
・ 1年間
・フォローアップ開始時期
は未定

調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果



- 15 -

調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

③　協力分野
・カリキュラム、研修概要、
講義マテリアル開発支援

・民間企業におけるOJT実
施支援

・ IT、商品開発、販売促進、
マーケット・インテリ
ジェンス、貿易ミッショ
ン運営等、貿易に関する
最新情報収集に関する助
言

・模擬商社プログラム実施
に関する助言

・内部研修体制構築支援
・民間との関係強化に関す
る助言

④　投　入
〈日本側〉
専門家派遣

〈インドネシア側〉
必要なローカルコスト負
担

・ノンコミッタル・ベースで、具
体的投入内容についてインド
ネシア側と意見交換を行った
結果、以下を参考に検討する
こととした。

①　長期専門家　1名
・国際貿易
②　短期専門家　6名
・カリキュラム開発
・ IT
・商品開発
・販売促進
・マーケット・インテリ
ジェンス

・貿易ミッション運営

・調査団帰国後、インドネシア
側より、フォローアップにお
ける各インストラクターに対
する指導項目として、別紙資
料が提出されており、短期専
門家人選の際の参考資料とな
ると考えられる。

・左記についてインドネシア側
に説明し、理解を得た。

・プロジェクト終了後の協
力については、終了時評価
終了後、別途実施の是非、
期間、内容等について検討
し、日本側案を決定するも
のとする。
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第 3章　調査団所見

3－ 1　団長所見

（1）プロジェクトの特徴

インドネシア貿易研修センター（IETC）と JICAの関係は 1989年の無償資金協力による建物

の建設以来、既に10年以上が経過している。1988年から 1993年まで実施された「インドネシ

ア貿易研修センター協力事業」では、貿易研修事業、輸出検査事業、商業日本語研修事業にお

いて、具体的な事業実施に係る技術向上をめざし、一定の成果を収めた。

今般終了時評価を行った「貿易セクター人材育成計画」は、その名のとおり、貿易研修事業

にターゲットを絞ったものである。また、その協力の形態も、個々の研修コースの設計・実

施に対する協力ではなく、「ニーズ調査→研修企画→実施→評価→企画へのフィードバック」

という、研修事業のサイクルの確立・効率化に関するノウハウを技術移転の中心としたとこ

ろが最大の特徴である。したがって、技術移転の対象となるカウンターパートは「コースプラ

ンナー」と呼ばれる、研修事業サイクル全体を企画・運営するスタッフが中心となっている。

具体的には、PERTチャートと呼ばれるフローチャートを中心とした事業管理手法及び事業

実施の各段階における作業マニュアルを導入・整備し、全スタッフがこれを共有することに

より、事業実施の効率化とパフォーマンスの均質化が図られてきた。

（2）確認された成果と問題点

本件プロジェクトの中心的協力分野である「コースプランナーの資質向上」については、特

に技能試験等の明確な基準はないため、これを客観的、定量的に判断することは難しい。そ

れでもプロジェクト開始以来、IETCが実施する研修コース数、研修への参加者数ともほぼ倍

増しており、コースプランナーのパフォーマンス向上が、IETC全体としてのパフォーマンス

向上につながっていることがうかがわれた。

日本人専門家が導入した PERTチャートや、各種マニュアル等の運営管理ツールについて

も、カウンターパートは IETCの事業形態に合わせたものを自ら作成し、適宜改訂を加えつつ

業務に活用しており、普段の研修コースの運営は非常にスムーズに行われている。通常の研

修事業実施に関していえば、日本人専門家の役割は何か問題が生じたときにアドバイスをす

る程度にとどまっており、プロジェクトの所期の目標は十分に達成されたということができ

よう。

しかし、もう一つのカウンターパートである「インストラクター」と呼ばれる新規研修プロ

グラムの開発等と同時に専門的講義も行う IETCスタッフについては、民間企業におけるOJT

や本邦研修等を通じ、なるべく実際的な経験・知識が提供されるように配慮されてきた。し
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かしながら、研修プログラムのカリキュラム開発・実施等の業務に忙殺されることも多く、時

間的に十分な量であったとはいいがたく、今後の最新の技術情報に基づく講義の実施には困

難が伴う可能性もあると思われる。

したがって、当面はインストラクターの実務的知識・経験及びそれに基づく新規研修カリ

キュラム等の開発能力を強化し、IETCの講義のレベルアップを図ることが急務である。プロ

ジェクト目標の達成度を高める観点からも、短期間のフォローアップで、かかるインストラ

クターの資質向上のためのシステム作りを支援することは極めて重要である。

さらに、今後は IETCがコースプランナー及びインストラクターの研修制度を確立させ、一

人一人の技術レベルの維持・向上を行えるかどうかが鍵となると思われる。

（3）IETCに対する官民の期待

アジア地域での通貨危機発生以降、インドネシアにおいては経済回復を図るための輸出振

興が喫緊の課題となった。そうした状況下で IETCの事業と JICAの協力が国内メディアに取

り上げられるなどして図らずも脚光を浴びることとなった。そうした外部要因も手伝って、

IETCの実施する研修の評判が民間にも広がり、繰り返し研修を受講する企業等も増えてきて

いる。今次調査に先立ち、過去の受講者を対象とした調査を行ったが、そのなかで IETCの研

修コースで得た知識を事業に応用したと答えた回答者のうち 3割が、「自社の輸出実績に変化

が現れた」と回答していることは注目に値する。

今後は、こうした受益者側における具体的インパクトがどれだけ現れてくるかが IETCの将

来の発展に大きく影響してこよう。そのためには IETCが普段から民間セクターとの間で様々

なチャンネルを維持し、緊密な意見交換・ニーズ調査等を実施することにより、日々変化す

る輸出業者のニーズ及び IT等関連技術の進歩を的確にとらえた内容の研修プログラムをタイ

ムリーに提供し続けることが何にも増して重要である。

他方、インドネシア政府としても IETCを同国の中小企業振興政策を担う重要拠点の一つとして

位置づけている。さらに、2001年度よりインドネシア政府は中央から地方政府への権限移譲を実

施する計画であるが、今後はこの流れのなかで、各地方政府が地域の中小企業振興、輸出振興を

具体的に実施していくことが求められると思われる。IETCはこれまでも地方の主要都市において

セミナー等を実施してきているが、今後はこうした地方における事業展開を一層強化させること

が期待されている。しかし、地方には人的リソース等の面での制約も多く、今後いかなる形でIETC

が事業の地方展開を図っていくかが問題となろう。
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3－ 2　横田団員

通商産業省　通商政策局　技術協力課　横田一麿

終了時評価調査団に参加した結果、IETCに対する所感は以下のとおり。

IETCで実施される研修やセミナーなどのプロジェクトは、インドネシアの輸出企業を育成する

ために、インドネシアの中小企業者に貿易関連情報等を提供してきた。その結果として、企業の

輸出に対する関心が高まり、受講者による IETCの評価も高いということから、プロジェクトの内

容は適切であったと考えられる。

また、輸出振興がインドネシア政府において優先度が高く、インドネシア国内においても、IETC

に対する期待が高まっていることから、これまでの IETCにおけるプロジェクトは意義があったと

考えられる。

施設の活用方法を例にとっても、米国の援助機関にも場所を貸出ししたり、施設の効率的な運

用のための改築（展示フロアーを一般教室に改修）を行うなど、有効に活用する姿勢がみられ、自

主的に事業を発展させる意思が感じられることは評価できる。

今後の課題としては、中小企業育成の観点からみても、インドネシアの主要な中小企業育成機

関の一つとして、同様の施設の地方展開を視野に含めたセンターの活用方法について検討を行う

こと、現在のプロジェクトの延長の可能性も含め、IETC自体の更なる能力の向上のために必要な

支援方法を吟味すること、自主財源による自主的な運営の展開・発展を行うことが考えられる。

3－ 3　深津団員

（財）太平洋人材交流センター　国際交流二部　深津猛夫

（1）はじめに

プロジェクトの終了を2001年 2月に控え、本調査団は評価5項目に沿い、主としてプロジェ

クトの成果確認とプロジェクト期間終了後の方向等について、終了時評価調査を実施した。

一方、調査団における自分の担当分野は技術移転計画であった。この担当分野に関連し、今

回の調査で気のついた点を中心に報告する。

（2）カウンターパートコースプランナーへの技術移転〈Annex 16、17、18参照〉

「IETCが（効果的な）研修を工夫、立案できるようになる」という、プロジェクト目標達成の

ため、研修コースの運営実施を主に担当するコースプランナーの業務効率化とレベルアップ

は必須の達成項目と考えられる（Output-1）。

一方、本プロジェクトで使われた技術移転の手法は、

1） 最初に業務の標準化をめざし、

①　業務フローを標準化した、PERTチャート（工程管理図のようなもの）と呼ばれる
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手法を長期専門家がカウンターパートに示し、IETCの実際の研修に導入するよう指

導を行った。

②　次に、研修の立案から結果のフィードバックまで、40数項目の各工程については

作業工程の標準化のため、マニュアル（手順書）作成を長期専門家が指導した。

これら業務標準化は、IETC所長の理解とリーダーシップ及び IETCが研修機関として

これから国際標準認証（ISO）を受けるための活動とうまくマッチし、スムーズに IETCの

各研修に導入させることができた。

これら①②により業務効率化のための道具（マネージメントツール）がカウンターパー

トに技術移転された。

2） 次の技術移転ステップは、これら道具をカウンターパート自身が使いこなすことによ

り、業務のレベルアップを図ることであった。

このため、長期専門家は上記道具を実際の IETCの研修に適用・使用するよう指導を進

め、カウンターパート自身が独自に工夫して、各種研修実施の再導入を試みるように

なった。

①　この結果、当初長期専門家が示した手法とは全く同じではないが、カウンター

パート自身が研修に適用するうえで使いやすい、ノウハウとして彼ら独自の PERT

チャートを考え出すことができた。

②　また、マニュアル作りを通じて業務各工程の理解が進み、カウンターパートの業

務効率化につなげることができた。

以上の技術移転の結果、カウンターパートコースプランナーの育成は十分に達成できたも

のと確認することができた。

このことは研修実施回数及び参加者数の増加傾向から、またローカルコンサルタント調査

報告書P11、P39にあるように、“IETCの研修プログラムは有益”と過去の研修参加者の 65％

が回答していることからも確認できた（“あまり役には立たない”11％の 6倍の人数。しかも65

％のうち“大変有益”が 27％。一方無回答 24％）。

（3）カウンターパートインストラクターへの技術移転〈Annex 14参照〉

「カウンターパートインストラクターが貿易戦略や貿易実務実行に対応できるよう、知識と

経験を提供する」ことが、カウンターパートインストラクターへの技術移転の内容である

（Output-2）。

過去の研修参加者へのインタビュー結果や現地関係協力機関（KADIN、JETRO Jakarta Center

他）へのヒアリング結果から、残念ながら、ローカルインストラクター（カウンターパートイ
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ンストラクター含む）への評価は低く、あまり実務的でないとの指摘があった。

事実、Output-2の指標を検証してみると以下の点で成果が不十分であることが判明した。

①　長期専門家よりカウンターパートインストラクターのために行われた講義の回数は、

3年半でわずか 13回、しかも初年度（1997年）に集中しており、コースプランナー向け

ミーティング回数 151回（インストラクターも参加）と比較して大変少なかった。

②　カウンターパートインストラクター（7名）の行った講演回数は、3年半で計45回、年

間 1人当たり 2回弱で多いとはいえない。

③　民間企業に入っての実務OJT研修は大変効果的で有効であったが、カウンターパー

トインストラクターのうち 2名は未経験のまま残されており、また期間も短く、実務

経験の機会を十分与えられたとはいえない。

④　カウンターパートインストラクターにより実施された新しい研修のテーマの数は、

わずか 9テーマであり多いとはいえない。

以上、カウンターパートインストラクターへの技術移転の成果については、不十分である

と判断せざるを得ない。

しかしながら、この原因は、第一優先成果（Output-1）達成のため、カウンターパートインス

トラクターもコースプランナーとしての業務、例えば研修のコースリーダーや講師リクルー

ト及びプロモーション等に力を集中した結果忙殺され、インストラクターとしての能力開発

に時間を割けなかったことが明らかになっており、やむを得ない情状酌量の余地は認められ

た。一方、IETC側も今後のフォローアップ事業のなかで改善を提案してきている。

（4）終わりに

インドネシア国内の本プロジェクト関係部署にヒアリングに行った際異口同音に出てくる

ことは、インドネシアの輸出振興政策を考えるうえで、IETCの存在の大きさ、重要性であっ

た。

これはとりもなおさず、当プロジェクトの成果の大きさを間接的に示す証拠であり、国内

支援機関の（財）太平洋人材交流センターから参加した調査団一因の自分としては、大変誇ら

しくまたうれしく感じたところであった。

緊急事情により急遽団長として着任された JICA三木団長をはじめ、本調査団全員が真摯に

インドネシア側評価チームの意見を聞き、評価結果に反映すべく努力した。そのため評価団

内の議論が深夜に及ぶことも何度かあった。
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3－ 4　関野団員

（財）太平洋人材交流センター　国際交流二部　関野史湖

（1）はじめに

本プロジェクトが 2001年 2月末日をもって終了するため、本終了時評価が行われた。方法

は、評価 5項目に沿って、プロジェクトの成果確認を行う、というものである。

プロジェクト目標は、「IETCが研修・セミナーを企画・運営し、インドネシアの中小企業

に貿易に必要な知識・ノウハウを提供することができるようになる」というものである。

この目標に達成するためには、PDMであげられている成果Ⅰ、Ⅱ、Ⅲを収めることが必要

不可欠である。自身の評価担当分野は「人材育成分野」であるため、主に成果Ⅰ、成果Ⅱの到

達度合いについて以下記載する。

（2）コースプランナーの育成について

本プロジェクトでは、第1に収めるべき成果として、「Counter Personnel（カウンターパート）

をコースプランナーとして育成すること」があげられている。コースプランナーとは、コース

の企画・運営・評価を担当する役割を表す。

本プロジェクトの評価を行った結果、カウンターパートはコースプランナーとして育成さ

れ、十分にコースの企画・運営・評価を行えるレベルに達している、との結論に至った。以

下に根拠となるデータの示す内容について記載する。

1） ANNEX 14、16、17、18（研修の運営管理について）

上記 3種のANNEXにより、カウンターパートがマニュアル、PERTチャートを適宜作成

し、それらを使ってコースを運営していたことが分かる。

また、ANNEX 14にも示されているとおり、カウンターパートはマニュアル、PERTチャー

トの作成のみならず、それらの改訂も行っている。これを見ると、カウンターパートには

必要なマニュアルを作成し、かつ自身の業務にあわせて内容を改訂する能力がプロジェク

ト支援を通じ、育成されたと思われる。

2） ANNEX 19（ニーズ調査について）

上記のANNEXにあるとおり、新規コースを開発するために、カウンターパートは適宜

ニーズ調査を行っている。また、これらの調査結果は適宜コース内容に反映されているこ

とが、評価団滞在中のカウンターパートのインタビューでも明らかになった。

3） ANNEX 14（ミーティングについて）

コースプランナーは長期専門家とミーティングを定期的に行い、コース実施に必要なノ
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ウハウを学んでいる。また、これらのミーティングを行うことによって、コース実施に必

要な情報の共有化もなされていることがカウンターパートへのインタビューでも明らかに

なっている。

4） ANNEX 20-1、ANNEX 32-4（コース参加者・コース数について）

プロジェクト支援期間を通じ、コース数、コース参加者数は順調に伸びている。これは、

コースプランナーが効率的にコースの運営を行えるようになったため、多数のコースを同

時並行的に運営できるようになったこと、また、コース内容が好評を得ており、参加者数

が順調に伸びていることを示している。

上記の資料により、カウンターパートはコースの企画・運営・評価を行うためのノウハウ

を身につけており、コースプランナーとして育成されていることが示されている。

（3）インストラクターへの情報提供について

本プロジェクトの、第 2に収めるべき成果として、「輸出戦略作成、貿易実務に対応できる

だけの必要な情報と経験をインストラクターに提供する」ことがあげられている。ここでいう

インストラクターとは、IETC内部の講師のことを指す、インストラクターは講義を行うだけ

でなく、新規コースを企画する役割も負っている。

本調査団で検証した結果、インストラクターへの情報提供は、上記役割を果たせるほど十

分ではなかったとの結論に至った。

その主な理由としては、コース参加者より IETCにあげられている要望があげられる。

コースに参加した民間企業への調査結果から、現在コース参加者は一般的な講義ではなく、

より実務的な内容の講義を IETCに期待している（ANNEX 36 P.154）。また、関係機関へのヒ

アリングでも、IETCの講義はより実務的で、実践的なものであるべきだ、との意見が聞かれ

た。現在の IETCのコース内容について「より実務的・より演習の入った研修を」、「内容が一

般的すぎる」といった意見が出るのは、新規コースを企画立案するインストラクターに十分な

情報、知識が移管されておらず、それがコースの内容の不足につながったものと思われる。

民間のニーズを十分に反映したコースを作るには、コースを企画するインストラクターの

資質が重要である。PDMにあるとおり、IETCがインドネシアの中小企業のため、貿易に必要

な知識、ノウハウを提供するようなコースを企画、実施していくにはコース内容を企画する

インストラクターの更なる資質強化が必要であると今回の評価作業を通じ、判断するに至っ

た。

以下、インストラクターへの情報提供が不十分であったと思われることを示すデータ、そ
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の内容を列挙する。

1） ANNEX 14（長期専門家によるレクチャー）

長期専門家からのレクチャーは、研修に必要なノウハウ・知識を得る重要な機会である。

しかし、1997年に 13回のレクチャーが行われたのみで、以後はレクチャーがない。

このような現状では、長期専門家から十分なノウハウ・知識の移転が行われ、インスト

ラクターとして十分育成されたとは判断しにくい。

これは、インストラクターが一部コースプランナーの役割も担っており、そちらに労力

をとられ、実質上時間が取れなかったためである。本プロジェクトはコースプランナーの

育成が第一義であったため、そちらに時間を割き、インストラクターが自分の専門分野を

深める時間がなかったということが、長期専門家との意見交換でも明らかになった。

2） ANNEX 14（インストラクターによるプレゼンテーション数）

インストラクターの主要な職務の 1つであるプレゼンテーションも、3年半で 45回であ

り、これは年平均すると、1人当たり 2回弱になる。これは、講師となるべきインストラク

ターとしては、十分な数とはいえない。

3） ANNEX 14（OJTの回数）

実務経験の少ないインストラクターにとってOJTは、実務経験を増やし、最新の企業の

実情を知る、よい機会である。充実した内容の講義を行うには、OJTが非常に貴重な機会

であることは、カウンターパートとのインタビューでも明らかになった。

上記データを見ると、インストラクターを含む8名が IETC以外でのOJTを経験している。

しかしインストラクターのうち、2名がOJT未経験のままである。また、インストラクター

にインタビューを行っても、OJTの期間は短く、実務を理解するには十分ではなかった、と

の意見が聞かれた。

4） ANNEX 14（新規開拓コースの数）

インストラクターによって新設されたコース数は9で、3年半の支援期間に開発された数

としては少ないといわざるを得ない。

（4）所　感

本評価団が各関係機関にヒアリングした際、一様に IETCの役割に対する期待の声がきかれ

た。また、今までの活動で満足してしまわず、コース内容の充実を図る等、更なる IETCの機

能の充実が求められていることも強く感じた。これは、IETCの今までの活動が評価されてい
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ることの表れであると思われ、国内支援機関（（財）太平洋人材交流センター）の一員として非

常にうれしく感じた。



付　属　資　料

1．終了時評価調査表

2．合同評価報告書

3．ミニッツ

4．フォローアップに関するインドネシア側資料
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